
 

 

 

 

 

吸収分割に係る事前開示書面 

（会社法第７８２条第１項及び会社法施行規則第１８３条に定める書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２１年２月８日 

 

 

日本特殊陶業株式会社 

  



2021年 2月 8日 

 

 

吸収分割に係る事前開示事項 

 

 

愛知県名古屋市瑞穂区高辻町 14番18号 

日本特殊陶業株式会社 

代表取締役社長 川合 尊 

 

日本特殊陶業株式会社（以下「当社」といいます。）は、当社の 100%子会社である株式会社日特スパ

ークテックWKS（1961年 1月 5日設立。本店所在地：愛知県小牧市大字大草字壇之上 5412番 3。以

下「WKS」といいます。）との間で 2021 年 1 月 29 日付で締結した吸収分割契約書に基づき、2021 

年 4 月 1日を効力発生日として、当社を吸収分割会社、WKSを吸収分割承継会社とする吸収分割を行

い（以下「本吸収分割」といいます。）、当社のプラグに関する事業（ただし、営業を除く）に関して有

する権利義務の一部をWKSに承継させることと致しました。つきましては、会社法第 782 条第 1項及

び会社法施行規則第 183 条の規定に従い、以下のとおり吸収分割契約の内容その他法務省令に定める事

項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項） 

別紙 1に記載のとおりです。 

 

２．会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 183

条第 1号） 

当社は、WKSの発行済株式の全てを保有しているため、本吸収分割において、WKSから株式の割

当て、金銭等の交付を受ける必要性は認められません。よって、WKSは、本吸収分割に際して、

金銭等（本吸収分割の対価）を当社に交付しないとしたものであり、このことは相当であると判断

しております。 

また、本吸収分割により、WKSの資本金及び準備金の額は増加しないこととされておりますが、

会社計算規則の規定に従ったものであり、相当であると判断しております。 

 

３．吸収分割承継会社（WKS）についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 183条第 4号） 

(1) 最終事業年度に係る貸借対照表の内容 

別紙 2に記載のとおりです。 

(2) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況

に重要な影響を与える事象の内容 

WKSは、当社の 100%子会社である株式会社日特スパークテック東濃（本店所在地：岐阜県可

児市二野字南山 2706番 3。以下「東濃」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、東

濃を消滅会社、WKSを存続会社とする吸収合併契約を締結し、効力発生日を 2021年 4月 1

日として、東濃の事業をWKSに承継させる予定です（以下「東濃吸収合併」といいます。）。



かかる吸収合併による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、東濃吸収合併により、WKSが東濃から承継する予定の資産の額及び負債の額は、6,084

百万円及び 3,956百万円です。 

 

４．吸収分割会社（当社）についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 183条第 5号） 

最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重

要な影響を与える事象の内容 

イ． 

当社は、当社の 100%子会社であるセラミックセンサ株式会社（本店所在地：愛知県小牧市大字

横内字中横内 391番地の 5。以下「セラミックセンサ」といいます。）との間で、2021年 1月

29日付で、当社を吸収分割会社、セラミックセンサを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を

締結し、効力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、センサに関連する事業（た

だし、営業を除く）に関して有する権利義務の一部をセラミックセンサに承継させる予定です

（以下「セラミックセンサ吸収分割」といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭

等の交付は行われません。 

なお、セラミックセンサ吸収分割により、セラミックセンサが当社から承継する予定の資産の

額及び負債の額は、4,208百万円及び 1,525百万円です。 

ロ． 

当社は、当社の 100%子会社である株式会社南勢セラミック（本店所在地：三重県伊勢市円座町

字細越 871-6。以下「南勢セラミック」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、当社

を吸収分割会社、南勢セラミックを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効力発生

日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、産業用セラミックに関連する事業（ただし、

営業を除く）に関して有する権利義務の一部を南勢セラミックに承継させる予定です（以下

「南勢セラミック吸収分割」といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付

は行われません。 

なお、南勢セラミック吸収分割により、南勢セラミックが当社から承継する予定の資産の額及

び負債の額は、1,536百万円及び 428百万円です。 

ハ． 

当社は、当社の 100%子会社である株式会社NTKセラテック（本店所在地：宮城県仙台市泉区

明通三丁目 5番。以下「NTKセラテック」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、

当社を吸収分割会社、NTKセラテックを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効力

発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、SPEに関連する事業に関して有する権

利義務の一部をNTKセラテックに承継させる予定です（以下「NTKセラテック吸収分割」と

いいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、NTKセラテック吸収分割により、NTKセラテックが当社から承継する予定の資産の額

及び負債の額は、5,774百万円及び 963百万円です。 

ニ． 

当社は、当社の 100%子会社であるNTKカッティングツールズ株式会社（本店所在地：愛知県

小牧市大字岩崎 2808番地。以下「NTKカッティングツールズ」といいます。）との間で、2021

年 1月 29日付で、当社を吸収分割会社、NTKカッティングツールズを吸収分割承継会社とす



る吸収分割契約を締結し、効力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、機械工具

に関連する事業（ただし、営業を除く）に関して有する権利義務の一部を NTKカッティングツ

ールズに承継させる予定です（以下「NTKカッティングツールズ吸収分割」といいます。）。か

かる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、NTKカッティングツールズ吸収分割により、NTKカッティングツールズが当社から承

継する予定の資産の額及び負債の額は、1,327百万円及び 334百万円です。 

ホ． 

当社は、当社の 100%子会社であるNTKメディカル株式会社（本店所在地：愛知県小牧市大字

岩崎 2808番地。以下「NTKメディカル」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、当

社を吸収分割会社、NTKメディカルを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効力発

生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、ヘルスケアに関連する事業に関して有する

権利義務の一部をNTKメディカルに承継させる予定です（以下「NTKメディカル吸収分割」

といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

  なお、NTKメディカル吸収分割により、NTKメディカルが当社から承継する予定の資産の額

及び負債の額は、3,044百万円及び 134百万円です。 

 

５．吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割会社（当社）の債務及び吸収分割承継会社

（WKS）の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 183条第 6号） 

(1) 吸収分割会社（当社）について  

当社の 2020年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それぞれ

641,300百万円及び 251,505百万円であるところ、本吸収分割により当社がWKSに承継させる

資産の額及び負債の額は、3,783百万円及び 4,994百万円となる見込みです。また、2020年 3

月 31日以降現在に至るまで、これらの額に大きな変動は生じておらず、本吸収分割の効力発生

日までにこれらの額が大きく変動することも見込まれておりません。 

したがって、本吸収分割の効力発生日後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回ること

が見込まれております。 

さらに、本吸収分割の効力発生日後の当社の収益及びキャッシュフローの状況について、当社の

債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上より、本吸収分割の効力発生日後における当社の債務について、その履行の見込みに問題は

ないと判断しております。 

(2) 吸収分割承継会社（WKS）について  

WKSの 2020年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それぞれ 7,377

百万円及び 5,324百万円であるところ、本吸収分割により当社がWKSに承継させる資産の額及

び負債の額は、3,783百万円及び 4,994百万円となる見込みであり、東濃吸収合併により東濃が

WKSに承継させる資産の額及び負債の額は、6,084百万円及び 3,956百万円となる見込みで

す。 

また、2020年 3月 31日以降現在に至るまで、これらの額に大きな変動は生じておらず、本吸

収分割の効力発生日までにこれらの額が大きく変動することも見込まれておりません。 

したがって、本吸収分割の効力発生日後におけるWKSの資産の額は負債の額を十分に上回るこ

とが見込まれております。 



さらに、本吸収分割の効力発生日後のWKSの収益及びキャッシュフローの状況について、

WKSの債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上より、本吸収分割の効力発生日後におけるWKSの債務について、その履行の見込みに問題

はないと判断しております。 

 

以上  



 

 

 

別紙１ 

 

 

吸収分割契約の内容 

  































 

 

 

別紙２ 

 

 

WKSの最終事業年度に係る 

計算書類等の内容 

 



 

 

第 ７４期      
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事   業   報   告 

 

計  算  書  類  

 

計 算 書 類 附 属 明 細 書 

 

監 査 役 監 査 報 告 書 
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第 74 期 

 

事  業  報  告 
 

 

   平成 ３１年４月 １日から 

   令和 ２年３月３１日まで 
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１．株式会社の状況に関する事項 

 

（１）事業の経過およびその成果 

第 74期の売上高は 124億 61百万円（対前期比 111.5%）、営業利益は 137百万円(前

年同期△396 百万円)、経常利益は 89 百万円(前年同期△390 百万円)、当期純利益

は 52百万円(前年同期△252百万円)となりました。 

 

また、主力製品の出荷数は中軸 6億 42百万個（前期比 95.1%）、白金中軸 150百万

個(前期比 105.7%)、雄ネジ端子 3億 42百万個（前期比 85.0%）、銅芯外側 1億 33

百万個(前期比 102.1%)、となりました。 

 

売上高構成は、中軸 32億 78百万円（前期比 97.6%）、白金中軸 72億 86百万円

(前期比 123.7%)、雄ネジ・端子 7億 33百万円(前期比 92.5%)、銅芯外側 11億 63

百万円(前期比 111.6%)、となりました。 

 

 

（２）設備投資の状況 

当事業年度に実施いたしました設備投資は次のとおりであります。        

                            （単位:百万円）  

(注)記載金額は切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
建物・ 

構築物 

機械及び 

装置 

工具器具 

備品 

車

両 

リース 

資産 

ソフト

ウェア 
合計 

本社製造部 42.1 31.9      8.4 0 6.6      0 89.1 

さつま製造部 16.5 2.6 2.8 0 0 0 22.0 

合計 58.6 34.5 11.2 0 6.6 0 110.9 
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（３）損益及び財産の状況の推移               

区    分 平成 28年度 

(第 71期) 

平成 28年度 

(第 72期) 

平成 29年度 

(第 73期) 

平成 30年度 

(第 74期) 

売 上 高(千円) 7,333,213 8,485,071 11,177,990 12,461,797 

営 業 利 益(千円) 381,310 119,375 534,063 137,303 

経 常 利 益(千円) 322,338 111,878 480,306 89,458 

当期純利益(千円) 212,198 54,808 305,927 52,931 

１株当たり当期純利益   1,178円 304円   1,699円    294円 

総 資 産(千円) 7,683,777 7,633,608 7,617,718 7,377,273 

純 資 産(千円) 1,639,598 1,694,406 2,000,333 2,053,264 

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（４）従業員の状況 

 従業員数 前期末増減 平均年齢 平均勤続年数 

 合  計     284名   +6名 36才0ヶ月 10年5ヶ月 

   

 

（５）主要な事業内容 

  中心電極、雄ネジ、端子、銅芯外側の製造 

 

 

（６）本社及び工場 

    本社工場     愛知県小牧市大字大草字檀之上５４１２番３ 

  大口工場     愛知県丹羽郡大口町萩島１丁目１２１番地 

   さつま工場     鹿児島県薩摩郡さつま町湯田２８２４－７ 

 

 

（７）親会社との状況 

  親会社名     日本特殊陶業株式会社 

  持株数（比率）  180,000 株 （100%） 

  事業上の関係   当社は親会社に対し、スパークプラグ部品を納入し親会社

からは同部品製作用の原材料等を購入している。 

 
 

 
 
 
 



4 

 

２.会社の株式に関する事項 
 

（１）発行可能株式総数 

普通株式     320,000 株 

（２）発行済株式の総数 

普通株式      180,000  株 

（３）株主数              1 名 

（４）大株主 

株  主  名 持 株 数 出資比率 

日本特殊陶業株式会社 180,000株 100％ 

 

３．会社役員に関する事項 

取締役及び監査役の氏名等(令和 2年 3月 31日現在 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

 

(1) 令和 2年 3月 30日開催の臨時株主総会において、次の方が 

   辞任いたしました。 

       監査役  早水 直樹        

 

(2) 令和 2年 3月 30日開催の臨時株主総会において、次の方が 

 新たに選任され、令和 2年 4月 1日就任しました。  

      監査役  北山 由隆 

 

以上    

地   位 氏  名 

代 表 取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

監 査 役 

杉山 芳久 

加藤 智幸  

加藤 章良  

早水 直樹 



 

 

 

 

 

第 74期 
 

計 算 書 類 
 

 平成 31年 4月 1日から 

 令和 2年 3月 31日まで 
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貸 借 対 照 表（令和 2年 3月 31日現在） 

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

 千円  千円 

流  動  資  産 3,061,384 流  動  負  債 1,973,926 

現 金 及 び 預 金 253 買 掛 金 1,568,240 

売 掛 金 1,221,132 リ － ス 債 務 2,308 

原 料 及 び 材 料 198,960 未 払 金 193,650 

仕 掛 品 663,253 未 払 法 人 税 等  

貯 蔵 品 329,319 預 り 金  4,929 

未 収 入 金 106,266 未 払 費 用 204,797 

繰 延 税 金 資 産

  

 

 

  

0   

短 期 貸 付 金 542,141   

前 払 費 用  57 固  定  負  債 3,350,082 

仮 払 金 0 

 

 

リ － ス 債 務 2,907 

 

 

 

 

 

 

退 職 給 付 引 当 金 176,157 

固  定  資  産 4,315,889 資 産 除 去 債 務 902 

有 形 固 定 資 産 4,176,679 

 

 

72 

長 期 借 入 金 3,170,114 

建 物 2,519,495 負 債 合 計 5,324,009 

 

 

 

構 築 物 90,810   

機 械 及 び 装 置 1,444,335 

純 資 産 の 部 車 両 運 搬 具 170 

工 具 器 具 備 品 50,691 
 

千円 

土 地 62,034 株 主 資 本 2,053,264 

リ － ス 資 産 

 

 

 

4,720 資 本 金 80,000 

建 設 仮 勘 定 4,420 資 本 剰 余 金 10,000 

  資 本 準 備 金 10,000 

    

無 形 固 定 資 産 7,327   

ソ フ ト ウ ェ ア 7,327 利 益 剰 余 金 1,963,264 

  利 益 準 備 金 22,500 

  その他利益剰余金 1,940,764 

,330   特別償却準備金 0 

投 資 そ の 他 の 資 産 131,882 繰越利益剰余金 1,940,764 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

131,456 

426 

 

  

  

  

  

  

   純 資 産 合 計  2,053,264 

  
資 産 合 計 7,377,273 負 債 純 資 産 合 計 7,377,273 

 
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書（平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日まで） 

科   目    

 

千円 

売 上 高 １２，４６１，７９７ 

売 上 原 価 １１，９４８，０２２ 

売 上 総 利 益 ５１３,７７４ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３７６,４７１ 

営 業 利 益 １３７,３０３ 

営 業 外 収 益 ４,３８８ 

受 取 利 息 ３９ 

そ の 他 ４，３４８ 
 

営 業 外 費 用 ５２,２３２ 

支 払 利 息 ５１,４５４ 

そ の 他 ７７８ 
 

経 常 利 益 ８９,４５８ 

特 別 利 益 ２３ 

固 定 資 産 売 却 益  ２３ 

特 別 損 失 ９，８４３ 
 

固   定   資   産  処  分  損  ９、８４３ 
 
 税 引 前 当 期 純 利 益 ７９，６３８ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １２,０４３ 

法 人 税 等 調 整 額        １４,６６４ 

当 期 純 利 益 ５２,９３１ 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書（平成 31 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日まで）（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
準備金 

特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

その他利益剰
余金合計 

平成 31 年 4 月 1 日期首残高 80,000 10,000 10,000 22,500 0   0 1,887,833 1,887,833 1,910,333 

業年度中の変動額          

準備金・積立金の取崩        0 0 

剰余金の配当           

当期純利益       52,931 52,931 52,931 

          

          

          

          

          

事業年度中の変動額合計 0 0 0 0 0 0 52,931 52,931 52,931 

令和 2 年 3 月 31 日期末残高 80,000 10,000 10,000 22,500 0 0 1,940,764 1,940,764 1,963,264 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

                             (単位：千円) 

 株主資本 
純資産 

合計 
株主資本 

合計 

平成 31 年４月１日期首残高 2,000,333 2,000,333 

事業年度中の変動額   

   

剰余金の配当   

当期純利益   52,931  52,931 

   

   

   

   

   

事業年度中の変動額合計 52,931 52,931 

令和 2 年 3 月 31 日期末残高 2,053,264 2,053,264 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法   移動平均法による原価法 

                    （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）  

 

２．固定資産の減価償却の方法       

①有形固定資産（リース資産を除く）   定額法 

  ②無形固定資産（リース資産を除く）   定額法 

③リース資産              所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。 

３．引当金の計上の方法 

 退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

４．消費税等の処理方法       税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

   当事業年度における会計方針の変更はありません。 

 

貸借対照表に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却累計額 2,118,042千円 

2.関連当事者(親会社)金銭債権債務  

金銭債権 1,221,132千円 

金銭債務 4,730,958千円 

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、消費税は含んでいません。 

 

損益計算書に関する注記 

1.関連当事者(親会社)との営業取引高  

   売上高 12,461,797千円 

   仕入高 8,266,925千円 

2.関連当事者(親会社)会社との営業取引以外の取引 - 

 (注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、消費税は含んでいません。 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位 株） 

株式の種類 
当事業年度 

期首の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末

の株式数 
摘要 

発行済株式総数 

普 通 株 式 
180,000 ― ― 180,000  

 

２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当項目はありません。 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後になるもの 

当会計年度の期末配当は無配につき、該当項目はありません。 

 

令和 2 年 5 月 31 日開催の定時株主総会において、決議されることを前提に記載しております。 

関連当事者に関する注記 

（親会社及び関連会社） 

(注)1．取引条件及び取引条件の方針決定等 

①上記会社への製品の取引条件は、市場実勢を勘案して当社との価格交渉の上で決定しております。 

②上記各社からの原材料の購入については、同社から提示された価格を当社の採算を勘案して 

決定しています。 

③上記会社からの土地賃借金額は取得価額と相続税評価を基準に年率 6%を乗じて、設備の賃借金額は、 

設備の償却金額及び維持に係る費用を考慮した上で決定しています。 

２．取引金額には消費税を含んでいません。 

 

一株当たり情報に関する注記 

1.一株当たり純資産額  11,407円 02銭 

2.一株当たり当期純利益  294円 06銭 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

名称 
議決権 

の割合 

当社に対する

議決権割合 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 ― 100％ 製品の販売 12,461,797 売掛金 1,221,132 

原材料の購入 

設備購入他 

8,122,396 

144,529 

買掛金 1,490,544 

 

土地賃借料 69,924 未払金 70,298 

設備賃借料 526,299 

システム使用料他 80,853 



 

 第 ７４期 

計 算 書 類 附 属 明 細 書 

 

 

自 平成 31年 4月  1日 

至 令和 2年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位 千円） 

区分 資産の種類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

期末減価償却

累 計 額 又 は 

償 却 累 計 額 

当 期 償 却 額 
差 引 期 末 

帳 簿 価 額 

 

 

有 

 

形 

 

固 

 

定 

 

資 

 

産 

建物 (注① ) 3,447,638     51,230  1,343 3,497,525 978,029 156,300 2,519,495 

構 築 物 165,790 7,480 0 173,270 82,460  14,300 90,810 

機械及び装置 2,403,027      34,574 ※ 36,300 2,401,302 956,967 194,856 1,444,335 

車 両運 搬具 11,380 0 0 11,380 11,210 658 170 

工具器具備品 131,913 11,280 3,128 140,065 89,374 11,239 50,691 

リ ース 資産 8,253 4,464 960 11,757 7,036        966 4,720 

土 地 62,034 0 0 62,034 0 0 62,034 

建 設仮 勘定 5,667 264,736 265,983 4,420 0 0 4,420 

計 6,235,702 373,764 307,714 6,301,752 2,125,075 356,332 4,176,679 

無

形

固

定

資

産 

ソフトウェア 20,252 0 0 20,252 12,924 3,606 7,327 

                                  ※日本特殊陶業㈱への設備売却 

             

（注）①建物勘定には、以下の資産除去債務分が含まれています。 

区   分 建 物 

当期増加額 0 

期末残高 893 

期末減価償却累計額 

又は償却累計額 
893 

当期償却額 0 

差引期末帳簿価額 0 

②記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２ 引当金の明細 

 （単位 千円） 

区     分 期 首 残 高 当期増加額 
当 期 減 少 額 

期 末 残 高 
目 的 使 用 そ の 他 

退 職 給 付 引 当 金 160,001 26,407 10,251 0 176,157 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

                             

３ 販売費及び一般管理費の明細 

                                    （単位 千円） 

科      目 金      額 

荷 造 運 送 費 

役 員 報 酬 

給 料 

従 業 員 賞 与 手 当 

退 職 給 付 費 用 

福 利 厚 生 費 

減 価 償 却 費 

地 代 家 賃 

賃 借 料 

修 繕 費 

諸 消 耗 品 費 

光 熱 水 道 費 

旅 費 交 通 費 

通 信 費 

租 税 課 金 

交 際 費 

雑 費 

27,794 

30,300 

56,583 

14,814 

2,040 

45,852 

55,787 

38,497 

14,861 

4,597 

7,048 

23,542 

1,015 

3,323 

7,452 

0 

42,957 

計 376,471 

(注）1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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